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はじめに

看護職員の確保については、平成４年に制定さ
れた「看護婦等の人材確保の推進に関する法律」
および同法に基づく「看護婦等の確保を推進する
ための措置に関する基本的な方針」を基盤とし
て、離職の防止、養成力の確保、再就業の支援等
の総合的な看護職員確保対策が実施されてきた。
従前の看護職員需給見通しが平成１２年末をもって
終了することから、近年の急速な少子高齢化の進
行、高度医療の進展、介護保険制度の導入、医療
に関する国民の要求内容の変化、医療制度の抜本
的改革が議論される中で、２１世紀初頭における看
護職員の安定的確保を図るため、厚生労働省から
看護職員の需給に関する検討会報告書として、新
たな看護職員需給見通しが平成１２年１２月に示され
た。見通しの期間については医療供給体制が大き
な変革期を迎えること、介護保険制度が実施５年
後を目途として検討が加えられることなどを踏ま
え、平成１３年から平成１７年までの５年間である。

看護職員の需要について

北海道では平成１３年需給見込み数は約７１，１００
人、供給見込み数約６５，６００人と、５，５００人が不足
しているが、平成１７年には需要見込み数約７３，８００
人に対し、供給見込み数は、約７２，０００人と、
１，６００人の不足まで減少すると見通している。需
要数の推定にあたっては、勤務条件の改善に伴う
需要では週４０時間勤務体制、産前・産後休業およ
び育児休暇の取得、年次有給休暇、介護休業等に
必要な需要を見込むとともに、夜勤体制について
は複数夜勤と１人月８回以内を基本としている。
また、医療の高度化、在院日数の短縮と患者の状
態を踏まえて安全で質の高い看護を提供するため

に、夜勤人数の増加や緩和ケアなど専門的な業務
を行う看護職員の配置など、より手厚い看護体制
を組めるよう考慮した需要を見込んでいる。今後
増加が見込まれる介護保険制度に伴う需要につい
ては、平成１３年の約８，２００人（総需要数の
１１．５％）から、平成１７年には１０，３３０人（総需要数
の１３．９％）に増加するものと見込んでいる（表
１）。

看護職員の供給について

供給数に大きな影響を及ぼす新卒就業者数につ
いては、看護師等養成施設の新設・廃止の予定、
学生の入卒状況や進学、就業の動向を勘案して見
込みを立てている。再就業する職員については、
主にナースバンクの過去の実績、今後の事業の強
化を考慮している。退職等による減少数について
は過去の実績を踏まえるとともに、就業環境の改
善などによる離職防止の効果があがることを期待
している。
以上の結果、本道の看護職員の総供給数は平成

１３年の約６５，６００人から、平成１７年には約７２，２００人
（９．１％増）に達すると見込んでいる（表１）。

地域看護職員就業定着支援事業

北海道では平成１３年度から看護職員確保対策と
して次の新規事業に取り組んでいる。
１．小規模病院等看護職員確保地域推進事業

地域の医療機関や看護教育機関等の相互協力に
基づき、小規模病院等が行う看護職員の現任教育
や業務・処遇改善などを支援し、魅力ある職場づ
くりを推進することにより看護職員の確保や就
業・定着、地域の看護サービスの質の向上を図
る。事業の内容は、①看護職員確保推進会議、②
地域看護管理者交流検討会、③施設間交流研修事
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業である。
２．看護職員確保コンサルテーション事業

医療法改正による看護職員配置基準へのスムー
ズな移行を推進する事業である。この事業概要
は、①看護職員コンサルタントチームの設置、②
現地コンサルテーションの実施、③アンケートに
よるコンサルテーションの実施、から成る。

ナースバンク事業

平成４年に公布された「看護婦等の人材確保の
推進に関する法律」によって、平成５年４月から
北海道ナースセンター事業が展開されている。IT
を利用した事業の効率化に向けてインターネット
を経由して求人・求職情報の登録および提供を図
るシステムが、平成１３年８月から運用を開始して
いる。医療機関と看護職員のマッチングの機会を
拡大し、就業率の増加を図ることを目的としてい
る。登録件数が増加することによって効率的な就
業が期待されるので、このシステムの利用をお願
いしたい。（http : //www.nurse―center.net）

看護職員の需給に関する今後の問題

１．需要の面から

今後さらに進行することが予想される患者の高
齢化、重症化や医療内容の高度化、複雑化、在院
日数の短縮などを考えると、看護の必要量は一層
増加する。また、平成１３年３月に施行された医療
法の改正による配置基準の適用や、訪問看護や福
祉分野での看護職員の就業数が今後とも増加する
ことを考えると、推定需要数を上回る可能性があ
る。
２．供給面から

新卒就業者の確保については、少子化の時代を
迎え、また、医療を取り巻く環境の変化や厳しい
経済情勢から看護職員養成所の統合や廃止の動向
を見極めて、必要な養成数を確保しなければなら
ない。北海道における看護職員養成所の１学年定
員は平成１３年以後減少が見込まれ（表２）、これ
に追い討ちをかけるように、地域医療を支えてい
る准看護師の養成については、平成１１年６月の

区 分 平成１３年 平成１４年 平成１５年 平成１６年 平成１７年

需

要

見

込

数

（人） （人） （人） （人） （人）

①病 院 ４８，３２６ ４８，５３８ ４８，７４８ ４８，９３７ ４９，１１９

②診 療 所 １０，６６４ １０，５７９ １０，５０４ １０，４５６ １０，４０３

③助 産 所 ４０ ４０ ３９ ３７ ３６

④介 護 保 険 関 係 ８，２２８ ８，７５７ ９，３１７ ９，８２５ １０，３３０

ア介護療養型医療 施 設 ２，６６７ ２，８３７ ３，０１５ ３，１８２ ３，３４４

イ介 護 老 人 保 健 施 設 １，４９８ １，５４５ １，５９５ １，６３７ １，６８１

ウ介 護 老 人 福 祉 施 設 ６７７ ６９１ ７１０ ７２１ ７３３

エ訪問看護ステーション １，７０３ １，８９２ ２，０８２ ２，２６８ ２，４５１

オ居 宅 サ ー ビ ス １，６８３ １，７９２ １，９１５ ２，０１７ ２，１２１

⑤社会福祉施設（④のウを除く） ４３５ ４３５ ４３５ ４３５ ４３５

⑥保 健 所 ・ 市 町 村 １，９４０ １，９５６ １，９７２ １，９８４ １，９９２

⑦看 護 婦 等 養 成 施 設 ７３９ ７９９ ７５７ ７４９ ７４９

⑧事 業 所 、学 校 、そ の 他 ７８４ ７８４ ７８４ ７８４ ７８４

施設等における必要数（①～⑧の計）A ７１，１５６ ７１，８８８ ７２，５５６ ７３，２０７ ７３，８４８

供
給
見
込
数

①年当初における就業者数 ６３，７７７ ６５，６１４ ６７，３３２ ６８，９０８ ７０，５３５

②新 卒 就 業 者 数 ３，４００ ３，２６９ ３，１０２ ３，１１３ ３，０８８

③再 就 業 者 数 １，８８７ １，９９８ ２，１１５ ２，２３９ ２，３７１

④退 職 等 に よ る 減 少 数 △３，４５０ △３，５４９ △３，６４１ △３，７２５ △３，８１４

年末における就業者数（①～④の計）B ６５，６１４ ６７，３３２ ６８，９０８ ７０，５３５ ７２，１８０

差 引 （ B － A ） △５，５４２ △４，５５６ △３，６４８ △２，６７２ △１，６６８

表１ 看護職員の需給見通し（H１３～１７年）
（各年末現在）
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看護婦学校養成所の推移�

各年4月1日現在�

大学 　短期大学 　看護婦3年課程 　准看護婦課程�
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看護婦（大学、短大、養
成所3年課程）及び准
看護婦養成所等1学年
定員総数�
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1,555 1,555 1,495
1,375 1,315

1,471 1,461
1,401

1,371
1,356

1,226
1,126

1,081
961

「准看護婦の資質の向上に関する検討会」報告書
を受けて、平成１４年度から新カリキュラムによる
養成が実施され、養成所の運営が一層厳しい状況
となり、定員減や閉校が相次いでいる。くわえて
今後国立病院や労災病院の統廃合が進めば、看護
職員の供給数は推定値をさらに下回ることが予想
される。この対策の１つとして平成１４年度の事業
に、北海道看護協会との協力において道内の高校

進路指導教諭に対する医療・福祉関係職種の養成
校の説明会を予定している。
３．看護職員の偏在について

看護職員の需給に関して、総数では需給ギャッ
プが縮小に向かいつつある。だが、都市部では看
護職員がおおむね充足の傾向にあっても、郡市部
では不足状態が続いているという地域間格差、あ
るいは病床規模や診療科、診療内容によっての医

表２ 看護婦（大学、短大、養成所３年課程）及び准看護婦養成所等における１学年定員の推移
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療機関間の需給格差があることも事実である。看
護職員の需給を総数で論じてばかりいては、医療
提供体制は郡市部から崩壊しかねない。今後は従
来からの看護職員確保対策と併せて、地域性や医
療機関の特殊性にも焦点をあわせた施策が必要に
なる。

おわりに

少子高齢化が一層進む今後を見通して、看護職

員を安定して確保するためには養成力の確保、離
職の防止、再就業の支援等の総合的確保対策を充
実させなければならない。第４次医療法改正によ
る看護職員配置、病床数・病床区分の推移や介護
保険制度、各種施設サービス、居宅サービスの拡
大を考慮すると看護職員の需要に大きな変化が予
想され、５年間の見直し期間の終了を待たずに、
適宜見直しが必要になろう。
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